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業績予想の修正に関するお知らせ 
 
 最近の業績の動向等を踏まえ、平成 21 年５月 11 日に公表しました業績予想を下記のとおり修正いたし

ましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．平成 22 年３月期 第２四半期累計期間の業績予想の修正 
（１） 第２四半期累計期間連結業績予想数値の修正（平成 21 年４月１日～平成 21 年９月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 30,740 10 40 10 0.22 
今回修正予想（Ｂ） 26,320 △740 △700 △740 △15.93 
増減額（Ｂ－Ａ） △4,420 △750 △740 △750 － 
増減率（％） △14.4 － － － － 

前期第２四半期実績 
（平成21年3月期第2四半期） 35,822 △52 18 △581 △12.51 

 
（２）第２四半期累計期間個別業績予想数値の修正（平成 21 年４月１日～平成 21 年９月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 29,520 0 30 0 0.00 
今回修正予想（Ｂ） 25,270 △700 △680 △720 △15.50 
増減額（Ｂ－Ａ） △4,250 △700 △710 △720 － 
増減率（％） △14.4 － － － － 

前期第２四半期実績 
（平成21年3月期第2四半期） 34,009 112 194 △1,771 △38.10 

 
 
 
 



 
２．平成 22 年３月期 通期の業績予想の修正 
（１） 通期連結業績予想数値の修正（平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 64,280 890 980 870 18.73 
今回修正予想（Ｂ） 56,250 220 280 150 3.23 
増減額（Ｂ－Ａ） △8,030 △670 △700 △720 － 
増減率（％） △12.5 △75.3 △71.4 △82.8 － 
前期実績 

（平成 21 年 3 月期） 69,298 △103 △44 △2,854 △61.37 

 
（２）通期個別業績予想数値の修正（平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 61,620 780 840 780 16.79 
今回修正予想（Ｂ） 54,070 200 220 110 2.37 
増減額（Ｂ－Ａ） △7,550 △580 △620 △670 － 
増減率（％） △12.3 △74.4 △73.8 △85.9 － 
前期実績 

（平成 21 年 3 月期） 66,049 51 186 △4,202 △90.35 

 
[業績予想の修正の理由] 
（１）第２四半期累計期間 
 当第２四半期累計期間の当社を取り巻く環境は、輸出の増加や生産の改善で景気は持ち直しつつあるも

のの、回復の水準はまだ低く、特に住宅業界におきましては、雇用環境の悪化や所得の減少が住宅購入意

欲を抑制し、新設住宅着工戸数は前年実績を大きく下回る厳しい状況が続きました。このような情勢のも

と、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）では、厳しい需要環境下でも収益があげられ

るよう、縮小した市場規模に見合った生産、販売体制への移行を進め、全社を挙げて徹底した固定費削減

に取組むとともに、内製化やグループ内生産体制の見直し等によって、収益構造の改善を着実に進めてま

いりました。 
 当第２四半期末には、損益分岐点を目標まで引下げができましたが、当第２四半期累計期間を通じての

売上高減少額が大きく、収益確保には至りませんでした。その結果、連結、個別ともに業績予想を上記の

とおり修正いたします。 
 
（２）通期 
 今後の景気見通しについては、雇用情勢の深刻さなどから再び停滞色を強める恐れがあるとの見方も多

く、予断を許さない厳しい環境が続くものと思われます。住宅業界におきましても、個人消費マインドの

冷え込みや、少子高齢化社会の到来により、新設住宅着工戸数は従来よりも低い水準で推移するものと予

想されます。 
 
 



 
 
 このような状況見通しから、平成 22 年３月期の通期連結業績につきましても、当第２四半期累計期間の

業績予想修正を踏まえて、連結、個別ともに業績予想を修正いたします。 
 
※ 上記の予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は今後の様々な要因により予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
                                         以  上 


